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１．四半期業績の概況の作成等に係る事項

①会計処理方法の最近連結会計年度における認識の方法との相違の有無 無

②連結範囲及び持分法の適用に関する事項

連結子会社数  　  118社 （新規） 10社 （除外） 10社
持分法適用関連会社数   43社 （新規）  2社 （除外）   6社

２．平成16年3月期第3四半期業績の概況　（平成15年4月1日～平成15年12月31日）
[百万円未満を四捨五入表示]

16年3月期第3四半期
15年3月期第3四半期
（参考）15年3月期

16年3月期第3四半期
15年3月期第3四半期
（参考）15年3月期
（注）売上高、営業利益等におけるパーセント表示は、対前年同四半期比増減率を表示しています。但し、平成15年3月期第3四半期

　　　については、前年同四半期の業績を算出していないため、増減率を記載していません。

拡販に成功しました。

産業インフラ部門は、前年同期比4億円（0.3％）減少して1,223億円となりました。主力の鉄管は国内での減販を中東

向け輸出の拡大で補って増収を確保しましたが、合成管、鋼管、バルブ、素形材等は需要減退や販価低迷等が打撃と

なり、いずれも前年同期を下回る売上にとどまりました。環境エンジニアリング部門は、前年同期比150億円（30.7％）

安感を追求した「熱血商品」を軸とする積極的な拡販策により順調に売上を伸ばし、トラクタ、作業機がともに前年同期

を上回る売上を記録しました。特にコンバイン、田植機等の作業機は市場シェアアップを通じて大幅に売上を伸ばしま

した。海外では、好調の続く米国市場を中心に飛躍的な売上増を達成しました。主力のトラクタが大幅増収となったの

に加え、エンジンも順調に売上を伸ばしました。さらに、欧州市場を中心とする建機、アジア市場向けの作業機も大幅な

当第3四半期（2003.4.1～2003.12.31）の売上高は、前年同期比96億円（1.6％）増加して6,193億円となりました。事業

部門別の売上高の概況は以下の通りです（3ページに補足資料を添付）。

内燃機器関連部門は、前年同期比347億円（10.4％）増加して3,685億円となりました。国内では、主力の農機が割

役 職 名
氏 名
役 職 名
氏 名

売上高 営業利益 税引前利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

14,876 -
19,959 34.2619,300 1.6 15,574 △ 47.6

6,156
609,659 -
926,145 29,613

29,739 -

潜在株式調整後1株当たり
四半期（当期）純利益

百万円 ％ 円 銭 円 銭
5 33

四半期（当期）純利益
1株当たり

四半期（当期）純利益

5 24
3,589 - 2 61 2 61
7,157 99.4

△ 5 84△ 8,004 △ 5 84

会社クボタリース（前年同期売上高100億円）を事業譲渡したことに対応しています。

減少して338億円となりました。焼却炉大型案件の出荷減少によりリサイクルエンジニアリングの売上が大幅に落ち込ん

だことが影響しています。住宅関連部門は、前年同期比3億円（0.8％）増加して453億円となりました。主力の住宅建材

は事業分割（注1）等により減収となりましたが、マンションの売上が増加したため部門全体では前年同期をわずか

に上回りました。その他部門は、前年同期比100億円（16.9％）減少して494億円となりました。この減収は、年度初に子
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株式会社クボタ

３．平成16年3月期の連結業績予想　（平成15年4月1日～平成16年3月31日）

通   期

（参考）　１株当たり予想純利益（通期）　　　　5円　97銭

  本資料で記述されている業績予想ならびに将来予測は、現時点で入手可能な情報に基づき当社が判断した予想であり、潜

在的なリスクや不確実性が含まれています。そのため、様々な要因の変化により、実際の業績は記述されている将来見通し

とは大きく異なる結果となる可能性があることをご承知おきください。潜在的なリスク・不確実性には、当社の事業を取り

巻く経済状況、為替レ－ト、わが国の農業政策、公共投資及び民間設備投資の動向、市場における競争的な価格プレッシャ

ー及び市場に受け入れられる製品を当社が設計・開発し続けていく能力などが含まれます。但し、業績に影響を与えうる要

素はこれらに限定されるものではありません。

925,000

純利益

百万円 百万円 百万円

不足の加速償却（注2）に伴い年金費用が前年同期比304億円と大幅に増加したことであり、これを除けば前年同期比

工外装株式会社に継承されています。クボタ松下電工外装株式会社は当社の持分法適用会社となります。

19,000

億円となりました。

（注1）住宅建材事業は、2003年12月1日以降、当社と松下電工株式会社との事業統合に伴って発足したクボタ松下電

挙げています。その他の損益（営業外損益）は有価証券評価損の147億円減少、為替差損の27億円減少等により前年

の200億円となり、法人税、少数株主損益等を差し引いた当第3四半期純利益は前年同期を36億円（99.4％）上回る72

同期比192億円と大幅に改善して44億円（益）となりました。これにより、税引前利益は前年同期比51億円（34.2％）増

超える部分を一括償却することにより、年金積立不足の償却を促進する方法を採っています。この一括償却分を含めた

本年度の数理計算上の差異償却費は520億円程度であり、前年度の同償却費56億円に比べて464億円程度の増加と

当第3四半期の営業利益は、前年同期比142億円（47.6％）減少して156億円となりました。減益の主因は、年金積立

見通しを変えていません。

当期（平成16年3月期通期）の業績見通しは上記の通りです。前回発表時（平成15年11月11日中間決算発表時）の

162億円の増益と考えられます。内燃機器関連部門が大幅増収を背景に増益効果を確保したほか、減収となった官公

需関連部門（産業インフラ、環境エンジニアリング）でも、数多くの事業がコストダウン・固定費削減等による増益効果を

なります。

（注2）当社の年金会計では、期初における未認識数理計算上の差異が退職給付債務の20％を超える場合には、その

8,000

売上高 税引前利益
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株式会社クボタ

（単位  百万円）

金額 構成比 金額 構成比 金額 率 金額 構成比

％ ％ ％ ％

農機・エンジン 331,795 53.6 299,440 49.1 32,355 10.8 399,368 43.1

国　　内 158,806 151,092 7,714 5.1 204,186

海　　外 172,989 148,348 24,641 16.6 195,182

建  設  機  械 36,727 5.9 34,406 5.7 2,321 6.7 44,801 4.9

国　　内 15,090 16,063 △ 973 △ 6.1 21,317

海　　外 21,637 18,343 3,294 18.0 23,484

内 燃 機 器 関 連 計 368,522 59.5 333,846 54.8 34,676 10.4 444,169 48.0

国　　内 173,896 28.1 167,155 27.4 6,741 4.0 225,503 24.4

海　　外 194,626 31.4 166,691 27.4 27,935 16.8 218,666 23.6

パイプシステム 102,954 16.6 102,531 16.8 423 0.4 145,561 15.7

国　　内 92,143 95,536 △ 3,393 △ 3.6 135,480

海　　外 10,811 6,995 3,816 54.6 10,081

素     形     材 19,347 3.1 20,148 3.3 △ 801 △ 4.0 31,656 3.4

国　　内 12,236 14,287 △ 2,051 △ 14.4 23,531

海　　外 7,111 5,861 1,250 21.3 8,125

産 業 ｲ ﾝ ﾌ ﾗ 計 122,301 19.7 122,679 20.1 △ 378 △ 0.3 177,217 19.1

国　　内 104,379 16.8 109,823 18.0 △ 5,444 △ 5.0 159,011 17.1

海　　外 17,922 2.9 12,856 2.1 5,066 39.4 18,206 2.0

環 境 ｴ ﾝ ｼ ﾞ ﾆ ｱ ﾘ ﾝ ｸ ﾞ 33,804 5.5 48,782 8.0 △ 14,978 △ 30.7 136,381 14.7

国　　内 31,144 5.0 47,302 7.8 △ 16,158 △ 34.2 134,521 14.5

海　　外 2,660 0.5 1,480 0.2 1,180 79.7 1,860 0.2

住  宅  機  材 38,729 6.3 44,011 7.2 △ 5,282 △ 12.0 57,352 6.2

国　　内 38,729 44,011 △ 5,282 △ 12.0 57,352

マ ン シ ョ ン 6,549 1.0 919 0.2 5,630 612.6 6,998 0.8

国　　内 6,549 919 5,630 612.6 6,998

住 宅 関 連 計 45,278 7.3 44,930 7.4 348 0.8 64,350 7.0

国　　内 45,278 7.3 44,930 7.4 348 0.8 64,350 7.0

そ の 他 49,395 8.0 59,422 9.7 △ 10,027 △ 16.9 104,028 11.2

国　　内 47,844 7.8 58,364 9.5 △ 10,520 △ 18.0 100,869 10.9

海　　外 1,551 0.2 1,058 0.2 493 46.6 3,159 0.3

合 計 619,300 100.0 609,659 100.0 9,641 1.6 926,145 100.0

国　　内 402,541 65.0 427,574 70.1 △ 25,033 △ 5.9 684,254 73.9

海　　外 216,759 35.0 182,085 29.9 34,674 19.0 241,891 26.1

（補足資料）                       連結部門別売上高

16年3月期第3四半期 15年3月期第3四半期
増減

15年3月期

部門 (15.4.1～15.12.31) (14.4.1～14.12.31) (14.4.1～15.3.31)
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